
41,742 29,675

現 金 及 び 預 金 549 11,732

売 掛 金 15,682 124

商 品 782 9,862

仕 掛 品 14 4,060

貯 蔵 品 147 1,448

前 払 金 394 340

前 払 費 用 949 15

繰 延 税 金 資 産 2,672 422

未 収 入 金 3,652 37

預 け 金 16,903 1,010

そ の 他 11 619

貸 倒 引 当 金 △ 16

26,696 18,811

11,221 231

建物及び建物附属設備 5,997 897

構 築 物 83 15,286

機 械 及 び 装 置 3,085 2,374

車 両 0 21

器 具 備 品 1,707

リ ー ス 資 産 328

建 設 仮 勘 定 18

355 19,822

電 話 加 入 権 97 100

ソ フ ト ウ ェ ア 256 1,570

リ ー ス 資 産 0 1,570

そ の 他 1 18,152

               15,118 28

投 資 有 価 証 券                    201 18,123

関 係 会 社 株 式 17 18,123

敷 金 ・ 保 証 金 7,390 129

前 払 年 金 費 用 1,942 129

長 期 前 払 費 用 6

繰 延 税 金 資 産 5,546

そ の 他 17

貸 倒 引 当 金 △ 2

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

移 転 費 用 引 当 金

資 産 除 去 債 務

48,486負　    債 　   合 　   計

長 期 未 払 費 用

資 産 除 去 債 務

固 定 負 債

貸借対照表
2018年3月31日現在

（単位：百万円）

科 目 金     額 科 目 金     額

資 産 の 部 負 債 の 部

流 動 資 産 流 動 負 債

工 事 損 失 引 当 金

未 払 費 用

未 払 消 費 税 等

前 受 金

買 掛 金

未 払 金

未 払 法 人 税 等

預 り 金

リ ー ス 債 務

固 定 資 産

リ ー ス 債 務

そ の 他

評 価 ・ 換 算 差 額 等

利 益 準 備 金

そ の 他 資 本 剰 余 金

利 益 剰 余 金

そ の 他 利 益 剰 余 金

繰 越 利 益 剰 余 金

純 資 産 の 部

無 形 固 定 資 産

資 本 剰 余 金

有 形 固 定 資 産

退 職 給 付 引 当 金

68,438

純　資　産　合　計 19,951

資 産 合 計 68,438

株 主 資 本

資 本 金

投 資 そ の 他 の 資 産

負 債 及 び 純 資 産 合 計

その他有価証券評価差額金
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Ⅰ 137,403

Ⅱ 122,689

14,714

Ⅲ 11,922

2,791

Ⅳ

3

4

28

31 68

Ⅴ

7

56 63

2,796

Ⅵ

442 442

Ⅶ

988 988

2,250

2,279

△ 1,369 909

1,341

（注）記載金額は百万円未満の端数を切り捨てて表示しております。

科 目 金 額

損益計算書
自　2017年4月 1日

至　2018年3月31日

（単位：百万円）

売 上 高

売 上 原 価

売 上 総 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

営 業 利 益

営 業 外 収 益

受 取 利 息

受 取 配 当 金

保 険 配 当 金

雑 収 入

営 業 外 費 用

支 払 利 息

雑 支 出

経 常 利 益

特 別 利 益

移 転 費 用 引 当 金 戻 入 益

特 別 損 失

移 転 費 用 引 当 金 繰 入 額

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

-2-
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個別注記表

重要な会計方針に係る事項に関する注記

1．資産の評価基準及び評価方法

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式 移動平均法による原価法によっています。

その他有価証券

時価のあるもの 期末日の市場価格等に基づく時価法によっています。(評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法

商品及び貯蔵品については先入先出法による原価法(収益性の低下による簿価切下げの方法)、仕掛品については個

別法による原価法(収益性の低下による簿価切下げ法)によっています。

2．固定資産の減価償却の方法

(1) 有形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっています。

なお、耐用年数については見積り耐用年数、残存価額については実質残存価額によっています。

(2) 無形固定資産(リース資産を除く)

定額法によっています。

なお、耐用年数については見積り耐用年数によっています。

また、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間(5年以内)に基づく定額法によっています。

(3) リース資産

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産

定額法によっています。

なお、耐用年数についてはリース期間、残存価額については実質残存価額によっています。

3．引当金の計上基準

(1) 貸倒引当金

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、破産更生債権等特定の債権につい

ては個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しています。

(2) 退職給付引当金

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当事業年度

末において発生している額を計上しています。

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方法については、給付算定式

基準によっています。

なお、数理計算上の差異については、発生年度に全額を費用処理しています。

また、過去勤務費用については、発生時の従業員の平均残存勤務期間に基づく年数にわたって定額法により費用処

理しています。

(3) 工事損失引当金

工事契約に係る損失に備えるため、翌事業年度以降の当該損失額を見積り、必要と認められる金額を計上していま

す。

(4)移転費用引当金

  当社のオフィス及び物流倉庫移転に伴い発生が見込まれる費用に備えるため、移転費用等の当事業年度末における

合理的な見積額を計上しております。

4．収益及び費用の計上基準

完成工事高及び完成工事原価の計上基準

当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる工事契約については工事進行基準を適用し、そ
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の他の工事契約については工事完成基準を適用しています。なお、工事進行基準を適用する工事の当事業年度末に

おける進捗度の見積りは、原価比例法によっています。

5．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項

(1) 外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準

  外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しています。

(2) 消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税は、税抜方式によっています。

ただし、資産に係る控除対象外消費税及び地方消費税につきましては、全額費用として処理しています。

表示方法の変更に関する注記

(損益計算書)  

前事業年度において区分掲記していた営業外費用の「解約違約金」は、当事業年度において金額的重要性がなくなっ

たため、「雑支出｣に含めています。

会計上の見積りの変更に関する注記

（耐用年数等の変更）

当社は、2017年7月27日開催の取締役会において一部オフィスの移転について決議しました。これにより、移転後

に利用見込みのない固定資産について当事業年度において、耐用年数を短縮しております。また、当該オフィスの不動

産賃貸借契約に伴う原状回復義務に係る資産除去債務については、支払発生までの見込み期間を短縮し、将来にわたり

変更しております。

上記の変更に伴い、従来の方法と比べ、当事業年度の営業費用が163 百万円増加し、「営業利益」、「経常利益」及び

「税引前当期純利益」が、それぞれ同額減少しております。

（資産除去債務の見積りの変更）

当社は、当事業年度において倉庫の不動産賃貸借契約に伴う原状回復義務として計上していた資産除去債務について、

退去等による直近の現状回復費用実績等の新たな情報の入手に伴い、倉庫退去時に必要とされる原状回復費用に関して

見積りの変更を行いました。

見積りの変更による増加額1,022百万円を変更前の資産除去債務残高に加算しております。

なお、当該見積りの変更に伴い、当事業年度の営業費用が323 百万円増加し、「営業利益」、「経常利益」及び「税引

前当期純利益」が、それぞれ同額減少しております。

（移転費用引当金の見積りの変更）

当社は前事業年度において、物流倉庫移転に伴い発生が見込まれる費用に備えるため、移転費用引当金を計上してお

りましたが、当事業年度において物流倉庫移転期間における物流業務の安定化等を図るべく当該物流倉庫の移転時期等

が変更されたことに伴い、物流倉庫移転に伴い発生が見込まれる費用に関する見積りの変更を行っております。  

当該見積りの変更に伴い、当事業年度の特別利益に移転費用引当金戻入益442百万円を計上し、「税引前当期純利益」

が同額増加しております。
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貸借対照表に関する注記

1．有形固定資産の減価償却累計額は、9,626百万円です。

2．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務は、次のとおりです。

短期金銭債権 31,640百万円

短期金銭債務 9,950百万円

3．損失が見込まれる工事契約に係る仕掛品と工事損失引当金は、相殺せずに両建てで表示しています。

損失の発生が見込まれる工事契約に係る仕掛品のうち、工事損失引当金に対応する額は、8百万円です。

損益計算書に関する注記

1．関係会社との取引高は、次のとおりです。

営業取引  売上高 116,590百万円

営業費用 38,804百万円

営業取引以外 受取利息等 4百万円

2．売上原価に含まれる工事損失引当金繰入額は、24百万円です。

株主資本等変動計算書に関する注記

1．当事業年度末の発行済み株式の種類及び総数

普通株式 2,400株

2．配当に関する事項

(1) 配当金支払額

決 議
株式の

種類

配当金の総額

(百万円)

1株当たり

配当額(円)
基準日 効力発生日

2017年6月15日

定 時 株 主 総 会

（ 第 2 5 回 ）

普通株式 2,617 1,090,599 2017年3月31日 2017年6月16日

(2) 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

第26回定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり予定しています。

① 配当金の総額 1,341百万円

② 1株当たり配当額 558,860円

③ 基準日 2018年3月31日

④ 効力発生日 2018年6月18日

⑤ 配当の原資 利益剰余金

税効果会計に関する注記

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、未払従業員賞与の否認等であり、繰延税金負債の発生の原因は、

資本直入法で計上する時価あり投資有価証券の評価差額等によるものです。



-7-

なお、繰延税金資産算定に当たり控除された金額は11百万円です。

金融商品に関する注記

1．金融商品の状況に関する事項

当社は、資金運用については、親会社である株式会社ＮＴＴドコモが運営するキャッシュ・マネ－ジメント・シス

テム(以下、ＣＭＳ)で行う方針です。

金銭債権である売掛金及び未収入金は、顧客等の信用リスクに晒されており、当該リスクに関しては、経理規程に

従い、取引先ごとの期日管理、残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を把握する体制としています。預

け金は親会社である株式会社ＮＴＴドコモに対する預け金です。投資有価証券は主に株式であり、上場株式につい

ては四半期ごとに時価の把握を行っております。敷金・保証金は、主に事務所等の賃貸借契約に伴うものです。

金銭債務である買掛金、未払金、未払法人税等、未払消費税等及び預り金は、1年以内の支払期日です。金銭債務

は、流動性リスクに晒されていますが、当社は翌月以降 3 ヵ月分の資金計画を毎月作成するなどの方法により管理

しています。ファイナンス・リース取引に係るリース債務は、主に設備投資に必要な資金の調達を目的としたもの

です。

2．金融商品の時価等に関する事項

2018年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、以下のとおりです。

なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、下表には含まれていません。

（単位：百万円）

貸借対照表計上額 時価 差額

（１）現金及び預金

（２）売掛金

（３）未収入金

貸倒引当金（＊１）

（４）預け金

（５）投資有価証券

（６）敷金・保証金

貸倒引当金（＊２）

549

15,682

3,652

△16

549 -

19,318 19,318 -

16,903

201

7,390

△2

16,903

201

-

-

7,387 7,362 △25

資産計 44,358 44,333 △25

（７）買掛金

（８）未払金

（９）未払法人税等

（10）未払消費税等

（11）預り金

（12）リース債務（短期）

（13）リース債務（長期）

11,732

9,862

1,448

340

422

124

231

11,732

9,862

1,448

340

422

124

230

-

-

-

-

-

△0

△1

負債計 24,159 24,158 △1

  (＊１)売掛金及び未収入金に対応する貸倒引当金を控除しています。

(＊２)敷金・保証金に対応する貸倒引当金を控除しています。

（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

（１）現金及び預金（２）売掛金（３）未収入金 （４）預け金    

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。
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（５）投資有価証券

   期末日の証券取引所における株価を基に算定しています。

（６）敷金・保証金

   敷金・保証金は事務所等の敷金であり、時価はその将来キャッシュ・フローを残存期間に対応する合理的に見

積もった割引率で割り引いた現在価値により算定しています。

（７）買掛金（８）未払金（９）未払法人税等（10）未払消費税等（11）預り金

    これらは、短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっています。

（12）リース債務（短期）、（13）リース債務（長期）

  これらの時価については、元利金の合計額を、新規に同様の借入又は、リース取引を行った場合に想定される

利率で割り引いた現在価値により算定しています。

（注２）市場価格がなく、将来キャッシュ・フローを合理的に見積れないため、時価を把握することが極め

て困難と認められる金融商品は次のとおりです。

                           

（単位：百万円）

区分 貸借対照表計上額

関係会社株式 17
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関連当事者との取引に関する注記

1．親会社及び法人主要株主等

(単位：百万円)

属 性
会 社 等 の

名 称

議 決 権 等 の

被 所 有 割 合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 の 内 容 取引金額（注 6） 科 目 期 末 残 高

親 会 社
株 式 会 社

ＮＴＴドコモ

直接

100%

業務請負

商品仕入

販売代理店

出向者の受入

資金の預入

業務請負(注１、2) 118,001 売掛金 13,231

ドコモショップ

運営業務（注3）

10,913 買掛金 1,335

5,023 売掛金 580

－ 未収入金 1,855

－ 未払金 638

システム使用料支払 3,277 未払金 950

資金貸付（注4） 17,470 預け金 16,903

利息受取（注4） 2 － －

出向者人件費支払

（注5）
19,166

未払金

未払費用

5,039

1,626

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 価格その他の取引条件は、株式会社ＮＴＴドコモとの契約により決定しています。

（注２） 取引金額及び期末残高には、第三者であるアシュリオン・ジャパン(株)を介した取引及びそれに係る残

高が含まれております。

（注３） ドコモショップ運営業務は当社と代理店契約を結ぶ第三者のために行った商品仕入、代理店手数料の受

取取引に係る残高が含まれております。当該取引に係る収益・費用は相殺処理しているため取引金額は計

上されません。

（注４） 資金の貸付・借入については、親会社が運営するＣＭＳに係るものであり、運用利率については、株式

会社ＮＴＴドコモが市場金利を勘案した利率をもとに決定しています。

なお、取引が反復的に行われているため、取引金額は期中の平均残高で記載しています。

（注５） 出向者の受入については、出向に関する覚書に基づき、出向者人件費の支払をしています。

（注６） 上記取引金額には消費税等を含んでおりません。期末残高には消費税等を含めております。
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2．兄弟会社等

(単位：百万円)

属 性
会 社 等 の

名 称

議 決 権 等 の

被 所 有 割 合

関 連 当 事 者

と の 関 係
取 引 の 内 容 取引金額（注4） 科 目 期 末 残 高

親会社の

子 会 社

ドコモ・サポート

株式会社
－ 業務委託

内部造作等工事の受託

（注1）
1,077 売掛金 1,041

親会社の

子 会 社

テルウェル東日本

株式会社
－ 業務委託

内部造作等工事の委託

（注2）
2,932 買掛金 1,521

親会社の

子 会 社

株式会社エヌ･ティ･ティ

マーケティング アクト
－ 業務委託

コールセンター運営業

務の委託（注3）
4,470 買掛金 847

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１） 内部造作等工事の受託については、ドコモ・サポート株式会社から提示された価格と、他取引先との取

引価格を勘案し交渉の上、決定しております。

（注２） 内部造作等工事の委託については、テルウェル東日本株式会社から提示された価格と、他外注先との取

引価格を勘案し交渉の上、決定しております。

（注３） コールセンター運営業務の委託については、株式会社エヌ･ティ･ティ マーケティング アクトから提示

された価格と、他外注先との取引価格を勘案し交渉の上、決定しております。

（注４） 上記取引金額には消費税等を含んでおりません。期末残高には消費税等を含めております。

1株当たり情報に関する注記

1株当たり純資産額 8,313,313円69銭

1株当たり当期純利益 588,860円91銭
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